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改正道路法における道路啓開の枠組み

出典：国土交通省道路局 新たな道路啓開計画の枠組み 令和７年６月20日
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道路啓開計画の基本的な構成

出典：国土交通省道路局 新たな道路啓開計画の枠組み 令和７年６月20日



4

埼玉県及び関東ブロックにおけるこれまでの道路啓開計画策定の経緯

首都直下地震埼玉県道路啓開調整会議 設置平成28年９月

埼玉県道路啓開計画 初版策定平成29年３月

埼玉県道路啓開計画 改定令和５年３月

埼玉県道路啓開計画 改定（現行計画）令和７年３月

改正道路法（公布・施行） ＊道路啓開の新たな枠組み令和７年４月

関東ブロック版道路啓開計画【地震・津波災害】首都直下地震編 策定令和８年３月

各都県単位 道路啓開計画策定に向けた協議会 設置令和８年度
（今回）

各都県単位 道路啓開計画 策定・公表
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• 都道府県単位の対象災害は、「地域防災計画」や
「防災業務計画」で想定されている地震を基本
として設定する。

1. 対象となる災害の種類（1号関係）

• 被災地へのアクセスルートの道路啓開について、
発災から概ね72時間以内を目標として、道路
ネットワークの整備状況を踏まえ、以下を基本と
して優先順位をつけながら、道路啓開を実施する。

 ①広域支援ルート   ：発災から24時間以内
 ②被災地進出ルート：発災から48時間以内
 ③被災地内ルート   ：発災から72時間以内

2. 道路啓開の目標（2号関係）
＜道路啓開ルートのイメージ＞

＜首都直下地震の震度分布＞

出典：関東ブロック道路啓開計画【地震・津波災害】首都直下地震編（令和８年３月）

震度分布（都心南部直下地震） 被災エリア図

埼玉県では南部の
一部地域が被災エリア

出典：関東ブロック道路啓開計画【地震・津波災害】首都直下地震編（令和８年３月）
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• 道路啓開の目標を達成するために必要となる対象拠点
及び路線・区間を選定し、2.の①②③で示した優先順
位を明確化した路線・区間のリスト及び地図を作成する。

• 能登半島地震を踏まえ、陸路でのアクセスが限られる
半島部等においては、空路や海路を活用したアクセス
ルートの補完についても、関係機関と調整を行うこと
が必要である。

3. 優先的に道路啓開を実施する路線・区間（3号関係）

• 道路啓開の目標とする地震発生から72時間ま
でに必要となる道路管理者及び関係者が実施す
べき事項について、役割分担を明確にしてタイム
ラインを作成する。

• 各道路管理者において道路維持工事等を契約し
ている道路維持業者や、建設業協会等と締結す
る災害協定により、啓開路線・区間毎又はエリア
毎に建設業者等の啓開作業の実施範囲を定めて
おくことが望ましい。

4. 道路啓開の方法（4号関係）
＜啓開作業の手順（タイムライン）関係機関＞

＜拠点及び道路啓開ルート図（埼玉県）＞

出典：関東ブロック道路啓開計画【地震・津波災害】首都直下地震編
（令和8年3月 関東ブロック道路啓開計画策定協議会）
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• 優先的に啓開を実施する路線・区間における被災想
定を基に資材の必要量を算出する。また、啓開完了目
標時間を踏まえ、啓開作業のパーティ数を設定し、機
材の必要量を算出する。

• 道路管理者が保有している資機材に加え、災害協定
を締結した建設業者等が平時より保有している資機
材の備蓄量を確認するとともに、不足量を確認する。

• 必要な資機材が不足する場合、レンタル・リース業者
等の災害協定の拡充や、必要に応じ他地域からの受
援について設定する。

5. 資機材の備蓄・調達（5号関係）

• 発災後の道路啓開の円滑な実施のため、道路啓開
計画に盛り込まれた内容を踏まえ、訓練内容を充実
し、計画的に実施することが必要である。このため、
地方整備局等においては、訓練メニューを適宜組み
合わせて、年１回以上、ブロック単位での訓練を実施
する計画を作成する。各都道府県における訓練につ
いても、同様に実施することが望ましい。

6. 実践的な訓練（6号関係）

＜資機材の不足量確認＞

＜訓練年次計画案＞

出典：関東ブロック道路啓開計画【地震・津波災害】首都直下地震編（令和8年3月関東ブロック道路啓開計画策定協議会）

被害項目別の
必要資機材量

必要
資機材量

備蓄量
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• 道路啓開作業の手順（タイムライン）を踏まえて、道路
管理者と関係機関における情報収集・伝達に関わる
体制・系統図等を整理する。

7. 情報収集・伝達（7号関係）

• 道路啓開ルートと沿線の「道の駅」について、地図上に
整理するとともに、各「道の駅」の防災機能の現状や、
必要に応じて課題等についても整理する。

• 道路啓開ルートにおける橋梁の耐震化や盛土対策の
実施状況や無電柱化や沿道建築物の耐震化の実施状
況を地図上に整理し、事前の迂回ルートの設定や、啓
開訓練等への活用を検討する。

• 道路啓開を実施するために隘路となる箇所等、地域の
道路ネットワークの課題等について整理する。

• 地震・津波災害に加え、火山災害、雪害、風水害（洪水、
土砂）が同時もしくは後発で発生することも想定し、道
路啓開の安全かつ着実な実施に向けた備えを検討す
ることが重要である。

8. その他（8号関係）

＜関係機関との情報伝達・体制系統図＞

＜道路に関する潜在的リスク情報＞

出典：関東ブロック道路啓開計画【地震・津波災害】首都直下地震編（令和8年3月関東ブロック道路啓開計画策定協議会）
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